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昭和57年度の地質調査所の研究

特別研究など

企画室

REsEARcHPLANNINGO亙亙IcE

地質調査所の昭和57年度の基本方針及び研究計画の概

要を以下に紹介する.

地質調査所は地質及び地下資源に関する調査研究を

総合的に実施する国立研究機関として

1)国土及びその周辺海域の地球科学的実態の解明

(地質図幅･海底地質図の作成等)

2)エネルギｰ･鉱物資源の探査と評価

3)国土の環境保全自然災害の予知･防止(地震予

知･火山噴火の予知･水域の公害防止技術等)

4)先進国との研究協力と発展途上国に対する技術援

助等の調査研究活動を通じて社会経済の発展

国民福祉の向上及び国際協調に貢献するとともに

地球科学の進歩に寄与することを使命とする･

4)地震予知等に関する調査研究

国家的プロジェクトとして進められている地震予知

及び火山噴火予知計画において地質学的研究の分野を

分担L他省庁と協力Lながら予知技術の擢立を図る.

5)海域の地質及び鉱物資源に関する調査研究

国土周辺海域に関する海底地質図等の作成鉱物資源

の探査･評価を行うとともに大洋底の鉱物資源探査に

関する基礎的研究を進め国及び社会の二一ズに応え

る｡

6)水域の環境保全及び原子力平和利用技術に関する研究

湖沼域における産業公害の防止及び原子カ施設の安

全立地を目的とした調査技術の研究を推進L社会的要

請に応える.

7)国際研究協力

国際産業技術研究などを強力に推進L諸外国の国立

地質関係研究機関等と協力Lて地質･地下資源に関す

る国際的重要課題の解明に努める･

地質調査所が行う研究には経常研究工業技術院特

別研究工業技術院指定研究環境庁国立機関公害防止

等試験研究科学技術庁科学技術振興調整費による研究

及び工業技術院国際協力事業などがあるがこれらの研

究のうちとくに次の7頃目を重点研究として取りあげ

これを強力に推進して行くことにしている.

1)5万分の1及び20万分の1地質図幅の作成

国土に関する諸施策の基盤となるものでその作成と

充実を図る.

2)地勢資源に関する調査研究

所エネルギｰ資源の1つとして新しい技術的･理論

的観点から我が国の地勢エネルギｰの潜在能力を高

い確度で把握するための探査システムの開発を図る.

とくに資源評価技術地勢デｰタベｰスの開発を促進

する｡

3)鉱物資源に関する調査研究

鉱物資源の実態把握鉱床成因論に基づく新しい探査

法の開発を行う.また地域社会の産業に活力を与え

ることを目的として未開発陶磁器資源等の調査研究を

行う.

亙.指定研究･特別研究等

地質及び地下資源の調査研究は国土の開発利用･環

境保全･自然災害の予知などのため欠くことのでき狂い

ものである･地質調査所は経常的にこの方面の研究

を進めて来ている.資源有限化時代において我が国

の経済安全保障を確立するため地質調査所に対する国

社会からの要請が一段と強まりつつある情勢の下で指

定研究･特別研究等の重要な目的基礎研究を積極的に進

める.地質調査所カミ昭和57年度に実施する指定研究

･特別研究とその予算は表1に示す通りである.

亙.1.工業技術院指定研究(新エネルギｰ技術研究開

発)サンシャイン計画

サンシャイン計画は昭穐49年7月に発足した日本で

最初の超大型技術開発計画で太陽エネルギｰ地熱エ

ネルギｰ石炭のガス化･液化水素エネルギｰ等を中

心に原子力研究を除くすべての新エネルギｰの開発･

輸送･利用及びエネルギｰ貯蔵等の新技術の全般を対象

としている｡�
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第1表昭和57年度･指定研究･特別研究費予算一覧表

大項目等

工業技術院指定研究

地熱エネルギｰ探査

採取技術

工業技術院特別研究

原子力平和利用技術

産業公害特別研究

国際研究協力事業

中項目

1.地熱探査技術等検証調査

2一深部地熱資源探査技術に関する研究

3.国土地熱資源基本図作成に関する研究
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地震予知に関する地球化学的研究

地殻活構造及び岩石破壊機構に関する研究

地震波速度の変化に関する研究

火山地域の地質及び地下構造に関する研究

未開発陶磁器原料資源に関する研究

室中磁気探査による沖縄周辺海域の海底地

下構造に関する研究

深海底鉱物資源に関する地質学的研究

目本周辺大陸棚精密地質に関する研究

�

断層の活動性調査法の標準化に関する研究

1.湖沼堆積物の調査技術に関する研究

1.乾燥地帯の銅･鉛･亜鉛鉱床探査法の研究

2･非火山地帯の地熱エネルギｰ開発に関する

研究

3.遠隔探査技術による地質構造解析に関する

研究

4.火山岩･深成岩に伴う鉱物資源の研究

5･地震断層,活断層及び地震予知に関する研

究
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地質調査所は地熱エネルギｰ開発のための基礎とな

る地熱資源についての調査研究を昭和20年代に開始し

ている.この研究の重要性についての社会的認識は

その時々のエネルギｰ需給関係に応じて変化してきたカミ

長期的な見通しの上に行われた調査研究の成果の一つか

現在脚光を浴びているともいえる.とくに昭和48

年からはじめた全国地熱基礎調査これに続く地熱開発

基礎調査によって日本の地熱資源賦存地域の分布の大

要カ湖らかと狂った.さらにその開発を目的した研

究として地熱探査技術等検証調査深部地熱資源探査

技術の研究及び国土地熱資源基本図作成に関する研究を

実施している｡

<地熱エネルギｰ技術>

地熱資源はマグマ高温岩体熱水対流系広域熱伝

導系深層熱水及び深部天水対流系に分類される.当

面開発の対象と在るものは熱水対流系である.この

熱水対流系は利用上から次のように細分類される.

低温熱水型は温泉の浴用等に中温熱水型はバイナリｰ

発電用高温熱水型は熱水のフランシュにより得られる

蒸気を発電用に蒸気卓越型はそσ)凄ま発電に利用でき

る曲近い将来に深属熱水や高温岩体も開発の対象と

なるものと考えられる昔

隅和57年度の研究計画は以下の通りである｡

い{地熱探査技術等検証調査

〔方針〕

広域がつ大規模な深部地熱資源の開発を促進するため

本研究を行う由昭和脳年度までに蓄積されてきた探査

技術の成果について集大成する｡具体的には仙岩･栗

駒両地域における研究を通じ探査技術等の検証を行い�



また両地域の資源評価を行う.併せて地熱デｰタベ

ｰスの完成に努める.

〔計画の大要〕

探査技術等の検証のため地表調査及び坑井調査を行う･

また資源評価のための総合解析を行う.併せて地熱

デｰタベｰスの研究を行う.研究計画は大別して4つ

の計画からなりそれぞれ次の様な内容の研究を行う･

1.仙岩地域における研究

所エネルギｰ総合開発機構の検証調査による標記地域のボｰ

リング坑を利用した坑井内物理･化学探査を行う･その探査

は坑井内圧力試験と化学検層よりなる.またボｰリング

坑より得られる岩芯を利用した地質学的研究を行う･

2.栗駒地域における研究

所エネルギｰ総合開発機構の検証調査による標記地域のボｰ

リング坑より得られる岩芯を利用した地質学的研究を行う.

また地表調査として栗駒地域の地熱貯留層構造を把握するた

めの露頭フラクチャｰ密度分布調査を行う･

3.総合解析の研究

地熱地域の熱水系モデルを作りそれを検証する.大規模な

地熱地域の熱水系の予測モデルを作る研究を行う･さらに

新エネルギｰ総合開発機構の行う仙岩･栗駒地域での調査結果

をも利用し両地域の総合モデルを精密化する研究を行う｡

4.デｰタベｰスの研究

デｰタベｰスの拡充として放熱量地殻熱流量屈折法等の

デｰタベｰスを作る.アトラス作成システムの研究として地

熱アトラスを作成するシステムを研究開発する･また総合

解析用ファイルシステムの研究として総合解析に利用し易い管

理システムを研究開発する.

I.1.2.深部地熱資源探査技術に関する研究

〔方針〕

11深部熱水系探査の手法としてサイスミックエミッシ

ョン法及び流動電位法の開発を行う･

2.地熱資源評価手法に関する研究として熱源予測手法

及び容積評価手法の研究開発を行う･

以上を総合して地熱資源の合理的探査法の確立を図

る.

写真1地熱探査技術等検証調査の研究において坑井を利用

したノ･イドロフラクチャリングに伴う地震波の

計測を行っている.

〔計画の大要〕

1.深部熱水系探査の研究

1)サイスミックエミッション(SE)法の研究

SE野外測定システムの完成解析ソフトの改良を行

う.

2)流体を含む岩石物性の研究

実験室内の岩石実験により貯留層の性状を明らかにし

探査法の改良に資する.

3)流動電位法の研究

地熱地域の自然電位分布に及ぼす地形に関する諾因子

の解明を行う.

2.資源評価手法の研究

1)熱源評価手法の研究

(1)放射年代測定法の研究

火山岩年代測定のためのαリコイルトラック法の応

用研究をモデル地域に関して行う｡

(2)マグマ温度測定の研究

マグマ固化時の圧力の推定のため必要なEPMA自

動化分析法について特に大量分析測定化を行う.

(3)火山岩圧力計の研究

マグマ固化時の圧力の推定法としてガラス包有物

を対象としこれによりマグマ溜りの圧力条件を求め

る研究を行う.

(4)高温岩体の熱履歴の研究

岩石の微量元素の分析より標題の研究を行う･特

に重金属微量分析による方法を研究する･

(5)岩石の水熱反応速度の研究

地熱流体による岩石の変質の速度に関する研究では

特に流動熱水による水熱反応についての実験的研究を

行う.

2)容積法の研究

(1)透水性地域の精密容積算出法の研究

熱水対流系フラクチャｰ孔隙率卓越地域モデルにつ

いての研究を行う｡地質べ一スマップ･変質･水質

･水温のデｰタ処理を行う.

(2)精密温度算定手法の研究

モデル地域についてのフラクチャｰ･放熱量･年代

･精密温度デｰタより精密温度構造推定手法を研究

する.

I.1.3.国土地熱資源基本図作成に関する研究

〔方針〕

全国地熱資源総合調査によって得られる日本列島のレ

ｰダｰ画像ランドサット衛星画像キュリｰ点及び重

力デｰタそのほか既存デｰタを加えて我カミ国の地熱�



資源賦存状況解明に必要な国土地熱資源基本図を作成す

る｡

〔計画の大要〕

リモｰトセンシング(レｰダｰ画像ランドサット画像)

デｰタキュリｰ点法デｰタ重力デｰタ及びそのほか

地熱に関連するデｰタをデｰタベｰスにファイル化する

とともにこれらのデｰタを解析しあるいは現地追跡

調査することにより国土地熱資源基本図としてまとめ

てゆく手法を開発する･またこれらの研究成果を基

にして基本図を具体的な地図構造図及びコンピュｰ

タ内部のファイルとして作成してゆく.これに関して

本年度は次の頃目を具体的に取り上げる.

1既存デｰタのバンキング

地熱に関する既存デｰタを整理するとともに可能なものか

ら順次ディジタル量としてコンピュｰタファイル内部にバンキ

ングする･今年度は従来の坑井重力地図等に加えて地

質岩石等のデｰタのバンキングを新たに行う.

2全国地熱資源総合調査デｰタの評価･再解析

ユ)リモｰトセンシング(レｰダｰ画像ランドサット画像)

デｰタ解析

全国のリモｰトセンシング調査デｰタを用いて地熱資

源賦存特に地熱リザｰバｰの評価をする技術の体系

化を図る.

2)キュリｰ点解析

写真2阿寺断層のトレンチ調査

活断層の活動史を明らかにするためにトレ

ンチを掘さくし詳細なスケッチや年代測

定のための試料採集などを行う.

キュリｰ点デｰタに既存の地殻熱流量デｰタを加えて

主要地熱地域の深部温度バタｰンを精密に求める手法を

研究し更に具体的な温度バタｰンを求めていく.

3)重力解析

全国璽カデｰタに既存坑井デｰタ等を加えて地熱地

を含む広域地域の三次元的地下構造の解析を進めてゆ

く.

3全国地熱資源基本図の作成

全国調査デｰタに既存坑井デｰタを併せて地熱資源基本図

の具体的な作成作業を進めてゆく｡本年度はまずデｰタの整

理が進んでいる九州地域の基本図を作成する.

4全国規模資源基本図に基づいて容積法により地熱資

源量を予測する評価(アセスメント)手法を開発する.

亙.2.工業技術院特別研究

昭和57年度に地質調査所が実施する工業技術院特別研

究は地震予知技術資源開発利用技術海洋開発技術

の3分野(大項目)に属する8テｰマである｡

<地震予知技術>

1.地震予知に関する地球化学的研究

2･地殻活構造及び岩石破壊機構に関する研究

3.地震波速度の変化に関する研究

<資源開発利用技術>

4､火山地域の地質及び地下構造に関する研究

5.未開発陶磁器原料資源に関する研究

<海洋開発技術>

6.空中磁気探査による沖縄周辺海域の海底地下構造

に関する研究

7.深海底鉱物資源に関する地質学的研究

8.日本周辺大陸棚精密地質に関する研究

I･2･1地震予知に関する地球化学的研究

〔方針〕

地震予知計画の一環として観測強化地域等において

地下水の変動に関する調査研究を行い地震予知に必要

な判断資料を提供するとともに地殻変動に伴う土壌ガ

スの化学成分の変化機構解明を通じて地下ガスによる地

震予知技術の開発を図る.

〔計画の大要〕

1.地下水総合観測システムに関する研究

1)地下水位水質変動の研究

関東西部筑波南関東東海島根県東部宮城県

東部地域における約50弁の地下水を対象とし水位水

温ラドン水質等の連続あるいは定期観測を行う.

観測に当ってはデｰタの安定性及び信頼性の確保に努

める.�
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2)観測デｰタの解析手法の研究

観測デｰタ中に含まれる自然的及び人為的要因と水位

ラドン濃度水質等との関係を明らかにし地殻変動に

伴う異常のみを抽出する解析法を確立する.

上記の研究成果を踏まえて個々の地下水観測井の評価

を行い今後の地下水観測体制の再整備を図る.

2｡地殻変動地域の土壌ガスの挙動に関する研究

1)主要活構造発達地域

神縄国府津一松田及び阿寺断層地域で土壌ガス中の

α一トラック数の定期観測阿寺断層地域で土壌ガス及

び地下水中の溶存ガスの化学成分に関する観測を行う･

2)主要群発地震発生地域

伊豆半島丹那及び稲取断層地域で土壌ガスや地下水中

溶存ガスの化学成分及びα一トラック数の定期観測並

びに松代地域の断層周辺部の土壌ガス溶存ガス中の化

学成分の観測を行う.

上記1)及び2)の研究により土壌ガスによる地震予知

技術の手法を確立する｡

I.2.2.地殻活構造及び岩拓破壊機構に関する研究

〔方針〕

地震予知計画(第4次)の一環として地質学的調査研

究(地殻活構造･岩石破壊･地殻応力測定等の研究)を分担実

施し地震予知技術の開発に資する.また地震予知

の基礎資料としてはもちろん広く国土保全防災の基

礎として役立てるため全国について50万分の1活構造

図及び観測強化地域における5万分の1地質図幅を計画

的に作成する.

〔計画の大要〕

1.活断層の総合的調査研究

1)活断層の活動度の研究

阿寺断層･丹那断層地域等をモデル地域に選び断層

活動史及び破砕帯についての野外調査を行う.

2)潜在活断層の探査研究

丹那断層等において変動電磁界誘導法(VLF法)及び

浅層反射法を適用しこれらの方法の潜在断層探査にお

ける有効性を確かめる.

3)活断層の変位運動の観測

活断層地震断層の微小変動を測地学的に観測し平

常時及び地震後の運動を把握する.

4)断層の発達過程に関する研究

岩石試料による三軸圧縮試験断層帯形成に関する数

値実験等を行う｡

5)地殻応力に関する研究

茨城県下丹沢山地等において地殻応力測定及び床カ

変化の連続観測を行う.

2.全国活構造図の編さん

50万分のユ活構造図7図幅の野外調査を行う･r新潟｣

及び｢鹿児島｣を完成する.

'3.観測強化地域における5万分の1地質図幅の作成

5万分の1地質図r東京西南部｣･r姉崎｣･r大島｣の野外

調査を行いうち1図幅(東京西南部)を完成する.

I.2･3･地震波速度の変化に関する研究

〔方針〕

地震予知計画(第四次)の一環として爆破地震を利用

して南関東及び東海地域の地震波速度の時間的変化につ

いてデｰタを蓄積し当該地域の地震予知の判断材料の

ひとつとする･同時に地震波速度の連続変化を高精度

で検出するために非爆薬振源を利用した手法の開発を

図る､

〔計画の大要〕

1.爆破地震による地震波速度の研究

伊豆大島西海岸及び川根町笹間上でそれぞれ爆破地震動を

発生させ相模湾及び駿河湾を囲む本州側20ヵ所で観測を行

う.観測に当っては観測精度の向上観測作業のルｰチン

化無人化に努める.また解析に当っては地震波の速度

変化及び振幅･波形の変化を検出しその要因を究明する･

またディジタル解析法の開発に努める.

2.非爆薬振源による地震波速度連続観測法の研究

小規模な非爆薬振源装置を用い10秒に1回程度連続的に

発振させその信号を受振装置で観測する実験を行う.今

年度はそれらの受振された信号の重ね合せ(スタッキング)

を行いs/N比向上の検討を行う･

I.2.4曲未開発陶磁器原料資源に関する研究

〔方針〕

関東･東北1北海道地方に賦存する未開発の陶繊器原

料資源を対象に地質1鉱床並びに鉱物学的調査研究を実

施して当該鉱床の資源評価を行い未開発資源の活用促

進に資する.

〔計画の大要〕

1.鉱床生成条件の研究

1)地質構造と鉱床の関係の解明

北海道道央･道南地区岩手県北部地区福島県中部

地区栃木県西部地区及び埼玉県北部地区を対象に地質

･鉱床学的調査研究を行い当該地区における陶磁器原

料資源の賦存状況と賦存量を明らかにし当該地域の鉱

床について探査指針の確立を図る､

2)鉱石の鉱物学的研究

鉱石の鉱物組成組織化学組成粘土鉱物の形態

粒度組成熱的性質を明らかにするための室内実験を行

い地質構遺と鉱床の関係を辮朗するための基礎資料

並びに鉱石の遼111三利周に関する検討･判定のための基礎

2.鉱床の資源評価

賦存状況及び賦存量が明らかにされた未開発鉱床について�
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は鉱石の適正利用に関する検討･判定を行うとともに総合

的に解析し資源評価を行う.

I.2,5.火山地域の地質及び地下構造に関する研究

〔方針〕

火山噴火予知計画(第二次)の一環として地震探査に

よって火山地域の地下構造を明らかにし火山活動把握

のための基礎資料整備の一環として火山地質図を計画

的に作成する.また火山噴出物による火山噴火の活

動特性の研究を行う.

〔計画の大要〕

1.地震探査による火山地域の地下構造の研究

地震探査により火山下のマグマ溜りの存否規模などを

検出する手法を確立するために引続き伊豆大島において固

定点及び移動点における爆破観測を行いまた地殻微小変

形調査を行う.

支笏一樽前地域においては支笏カルデラの深部構造を明

らかにするため支笏湖を東西に横断する側線によって屈折

法地震探査を行う.

2.火山地質及び噴火活動特性の研究

1)火山地質の研究

草津白根火山及び阿蘇火山について調査研究を行い

今年度は草津白根火山地質図を作成する･

2)火山噴出物による噴火活動特性の研究

主として関東及び九州地方の安山岩質火山の火山噴

出物について調査研究を行うほか未監視火山に対する

監視システムについての予備的検討を行う･

I.2.6.空中磁気探査による沖縄周辺海域の海底地下構

造に関する研究

〔方針〕

沖縄本島周辺海域の海底地下構造を解明することを目

的として次の調査研究を行う.

1.空中磁気探査を実施して10万分の!室中磁気図を作

成する.磁気基盤図を作成し石油･天然ガスの賦存

評価に必要な堆積盆の規模･形状を解明･把握する･

2.地震探査重力探査等の地球物理的情報を取り入れ

た高い精度の海底地下構造を解析･解明する.

3.空中磁気図の地下熱構造解明への適用を図る･

〔計画の大要〕

1.沖縄本島北西海域において空中磁気探査を行い

IGRF残差磁気異常図を作成し調査海域の大局的た

磁気異常を明らかにする.

2.フィルタｰ図IGRF残差磁気異常図を併せて定性

的な解析を行い磁気異常リニアメント磁気異常振

幅等の特徴を把握する.

3.シミュレｰション手法により磁気異常の定量解析を

行い磁性岩体の上面深度を求める.これに基づい

て磁気基盤深度分布図を作り堆積盆の規模形状を

推定する.

4.地震探査重力探査デｰタ等の地球物理的情報を取

り入れた解析手法を検討する.

5.得られた磁気異常図についてキュリｰ等温面解析を

試みる.キュリｰ等温面の分布を計算し既存の熱

デｰタと併せ考えこの手法の適用性を検討する.

I.2.7.深海底鉱物資源に関する地質学的研究

〔方針〕

深海底鉱物資源(マンガン団塊)について賦存率及び

含有金属成分の地域的変化と深海底の表層堆積物地質

及び地質構造との相互関係を究明し深海底鉱物資源の

濃集機構成因を明らかにする･取り上げる調査海域

(モデル海域)はマンガン団塊の濃集域を含みいくっ

かの異なる構造単元にまたがる中央太平洋海盆の中軸部

沿いとする.

〔計画の大要〕

1.西サモア島北東方海域(C海域)内で}～2の小海域

を選定してマンガン団塊の分布及び堆積条件を明ら

かにする.9τ18k甲程度の間隔のグリッド各点を

基本とする採泥を最初に行いさらに1～2km程度の

間隔の連続採泥を数カ所で実施する.また採泥と

同時に海底写真撮影を行ってマンガン団塊の産状を

観察しマンガン団塊･堆積物の試料の解析と併せて

マンガン団塊の地域的変化の特徴や堆積条件との関係

を明らかにする.

2.上述の小海域とその周辺あるいは近傍の海域におい

て反射法を中心とする音波探査･熱流量測定･磁気

探査･重力探査等を実施して地殻構造を明らかにし

マンガン団塊との関係を明らかにする･

I.2.8.日本周辺大陸棚精密地質に関する研究

〔方針〕

日本周辺大陸棚･大陸斜面の海底地質及び表層堆積物

の実態を明らかにして海底鉱物資源開発に資すると共

に海底開発利用･環境汚染防止対策･地震予知対策等

多方面にわたって有効な地球科学的基礎庸報を提供する一

そのため日本列島太平洋側の大陸棚･大陸斜面を精密･

総合的に調査研究しその成果を海底地質図あるいは表

層堆積図(20万分の1)としてまとめて順次公表する.ま

た本調査研究に必要校海洋調査技術の開発と向上を図

る.�
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〔計画の大要〕

室戸岬沖熊野灘下北半島沖の3海域について計

100日間の海上調査研究を以下の要領で実施する･

1.白嶺丸を使用し以下の項目についての物理探査と

採泥調査を実施する.

1)海底地形調査2)海底地質構造調査3)海底表面構

造調査4)表層堆積物調査5)重力探査6)磁力探査

7)基盤岩石採取8)水質調査9)海底観察

2.側線間隔2～5海里の格子状の側線に沿って1)～

6)を実施し4)8)9)を側線の交点で7)は必要な

地点においてそれぞれ実施する.

3.室内実験では全試料について粒度分析･砂粒組

成･化学分析･鉱物分析･微化石分析岩石について

は顕微鏡観察化学分析･絶対年代測定等を行う.

物理探査記録の解析は実験室において行う.

4.以上の各種分析解析結果を総合して海底地質図

あるいは表層堆積図を作成しまた予察的結果を速

報としてクルｰズレポｰトに公表する.

用いられた各種の地形･地質調査法を試験的に適用し

その結果を従来の各種調査事例と比較検討しつつ

形･地質条件や断層の性状に応じた断層活動評価のため

の調査方法と手順(マニュァノレ)の標準化を図る.

昭和57年度は初年度として次の研究を行う.

①盛岡･花巻地域及び②丹後半島地域についてそ

れぞれi)文献調査ii)杢中写真判読による地形分類及び断層

変位地形の判読iii)大縮尺地形図の作成及び①の地形に

ついてはiV)現地における予察調査及び地形･地質調査(含

柱状図作成)V)断層埋没部把握のための電気探査及び浅層反

射探査を行い地質及び活断層の概要を把握する.

亙.4.公害防止技術特別研究

この研究は産業公害対策を実効あるものとするのに

不可欠な公害防止技術の研究開発に関するものである.

当所では“湖沼堆積物の調査技術に関する研究"を実施

する.

X.3.原子力平和利用技術特別研究

この研究は原子力の開発及び平和利用を推進すること

によってエネルギｰ源の確保社会福祉と国民生活の

向上科学技術の進歩並びに産業の発展に資するために

行われるものである･当所では原子力施設の耐震安

全性確保に関連する“断層の活動性調査法の標準化に

関する研究"を実施する.

I.3.1.断層の活動性調査法の標準化に関する研究

〔方針〕

原子力施設の耐震安全性確保のためには敷地周辺で

発生する地震の規模･頻度の適切な見積りカミ不可欠であ

りそのため敷地周辺の断層から生ずる地震活動の評価

が要求されている.また敷地内の断層の活動性評価

も地盤の安全性判定のためには不可欠である.

本研究は敷地内及び敷地周辺における断層の活動性

調査の標準化を行いより精度の高い合理的な耐震安全

評価に資することを目的とする･このためテスト

フィｰルドの活断層について従来の調査手法を検討する

とともに必要な実証調査を行い新方式を含む調査方

法･手順･内容の適正規模･地震活動性判定区分法など

も標準化する.

〔計画の大要〕

地形･地質条件や断層の性状等が互いに異なる①盛

岡･花巻地域及び②丹後半島地域において従来

I.4.1.湖沼堆積物の調査技術に関する研究

〔方針〕

水質汚染の主要な因子となっている底質汚染の実態解

明のために汚染物質の水域での挙動を解明する調査技

術の確立を図る.

確立した調査技術を用いて湖底堆積物の一連の挙動

を解明してモデル水域での水系の総合的管理指針を確

立する.また調査技術の汎用性を普及するためのマ

ニュアルを作成する.

〔計画の大要〕

�

湖上調査研究

1)r霞ヶ浦｣を対象に前年度に確立した手法を用いて湖沼

内での諸物質の移動についての仮説を作成する･

2)堆積物及びその中に存在する有機物･重金属等の水平･

垂直分布を明らかにし搬入物質の動態に関する仮説を作

成する.

3)湖水中に分布する懸濁物質の水平垂直分布を明らかにし

湖水の流動に関する仮説を作成する･

4)堆積物の垂直分布から湖沼環境変遷史を研究する.

亙.5.国際産業技術特別研究

この研究は発展途上国からの技術協力の要請に応え

るために研究協力を柱とする技術移転を計画的総合

的に促進するためのものである.57年度に当所で実施

するのは次の5テｰマである.�



I.5.1.乾燥地帯の銅･鉛･亜鉛鉱床探査法に関する研

究

〔方針〕

乾燥地帯における銅･鉛･亜鉛鉱床の初生及び二次富

化作用の生成機構を解明しこれら鉱床の探査法を確立

することを基本方針とする･チリ地質調査所との共同

研究を通じて野外及び室内研究手法の技術移転を行う.

〔計画の大要〕

昭和57年度は本計画の最終年度に当りこれまでの野

外研究地域の補足調査及びチリ中南部の野外調査研究を

実施する｡室内研究においては既採集岩石の解析処理

を完了し鉱物の研究を重点的に実施する.研究結果

の総合解析を行い初生及び二次的鉱化作用の成因を明

らかにし探査法の確立を図る.

I･5･2･非火山地帯の地熱エネルギｰ開発に関する研究

〔方針〕

非火山性深部地熱地域の模式地としてタイ国北部にお

ける断裂帯に伴う地熱資源の調査研究を実施し将来に

開発が期待される深部地熱資源の活用促進に資する.

〔計画の大要〕

1.地熱資源の生成条件の研究

1)リニアメントによる構造解析を行い貯留層が期待され

る岩石について割れ目節理系を明らかにする.

2)地熱変質帯において粘土鉱物による変質分帯を行い

生成環境及び温度条件を解明する.

3)地熱流体のFBrIなどの微量分析及び同位体分析に

より循環系路及び水の年代を明らかにし貯留層検出の

研究を行う.

2.地熱資源の評価

放熱量及び熱田カの推定を行い上記の研究資料をもとに

して開発可能量を算定する.

I.5.3.遠隔探査技術による地質構造解析に関する研究

〔方針〕

隣接国として地質条件の共通するところの多い韓国と

の共同研究として衛星映像を利用したリモｰト･セン

シング技術の開発とその応用研究を行い両国における

資源探査･開発に資する.

〔計画の夫妻〕

1､エッジ強調写真による地質断裂系解析技法の研究

通常の衛星映像デｰタから地質断裂構造のみを抽出できる

エッジ強調技法を用いて映像モザイクによる地質構造総合

解析技法の開発･確立を図る.

2.50万分の1縮尺の地質構造解析図作成の研究

前記1.で開発される技法を応用して韓国中南部とこれに

隣接する北九州中国四国全域をカバｰするしANDSAT

映像構造解析図(50万分の1縮尺)を作成し研究対象地域

の一部地表ノレｰト調査を含めてこの地域の地質形態の特性把

握を行う.

瓦･5･4･火山岩･深成岩に伴う鉱物資源に関する研究

〔方針〕

中国大陸周縁部に発達する火山岩･深成岩類の岩石学

的鉱物学的研究それに伴う鉱物資源の地球化学的

鉱物学的研究を実施し大陸地域における鉱物資源の特

徴と出現頻度を明らかにし日本を代表とする島弧のそ

れらと比較研究する･中国地質部との共同研究作業を

通じて技術移転を実施し研究手法の向上を図る.

〔計画の大要〕

昭和57年度は前年度の揚子江流域の鉄･銅鉱床地域の

研究を発展させ福建省沿岸部の鉛･亜鉛鉱床及び銅陵

地区の銅鉱床を中心として野外研究を実施する.これ

によって震旦系を切る方向の横断面の約1/｡の鉱物資源

生成環境が明らかにされる･室内研究においては中国

派遣研究員と共同で火山岩･深成岩とそれに伴う鉱床

について岩石学的･地球化学的比較研究を実施する.

I.5.5.地震断層,活断層及び地震予知に関する研究

〔方針〕

トルコにおいて最も顕著な活断層であり被害地震カミ

線り返し発生しているアナトリア断層について地震断

層･活断層の活動吏及び地震予知の観点から詳細な地形･

地質学的調査を行う.また日本の中央構造線等の活

断層との比較検討を行う｡実施にあたっては日本で確

立されつつある活断層の調査手法活断層･地震断層発

達の概念をアナトリア断層で検討するとともにその手

法の移転を図る.

〔計画の大要〕

上記方針にのっとりアナトリア断層において(1)地

震断層地形の経時崩壊過程を明らかにする(2)地震断層

の活動の新旧による断層地形の差異を明らかにする(3)

地震断層発生の周期す杜わち地震の再来周期を明ら

かにする.

以上の目的を達成するために計画期間中に(1)アナト

リア断層の地形･地質学的概要調査(2)前記(1)に'よって

選定される代表的かつ重要な地域の精密地形･地質学的

調査(3)ボｰリングトレンチ等による検証調査及び

(4)日本の活断層特に中央構造線との比較検討を行う.�


